
 

研修名 
専門課程 土砂災害防止対策〔警戒避難等〕 【集合】  
（平成 15～21 年度：「土砂災害防止法」）  

 

目 的・ 

重点事項 

  土砂災害防止に関する総合的な専門知識の修得を図ることを目的とする。 

以下の点を重点項目とする。 

①  土砂災害防止法における法の適用、基礎調査から警戒区域等の指定・警戒避難 

 体制の適用までの一連の知識を体系的に修得すると共に、課題研究を実施して問  

題解決能力・企画立案能力の向上 

②  土砂災害特別警戒区域の指定及び警戒区域等指定における住民との合意形成に 

 関する取組みや警戒避難体制の整備に関する管理・運用の修得 

 

対象者 

 国土交通省、内閣府沖縄総合事務局、都道府県、政令指定都市、特別区、市町村の職

員で、土砂災害防止対策に関する業務を担当し、次のいずれかに該当する者 

① 専門官、係長又はこれに準じる職にあると認められる者 

② ①の者と同程度の能力を有すると認められる者 

 

定員(人) 
国土交通省 

内閣府沖縄
総合事務局 

地方公共団体 独立行政法人等 団体 計 

９ １ １５   ２５ 

研修期間 
２８．０時間 

５日間 

令和５年 ５月１５日（月）～ 

令和５年 ５月１９日（金） 

 

 

カリキュラ

ム内容 

(予定時間) 

１．講義（１４．０） 
① 砂防事業の現状と課題、土砂災害防止法の意義         （２．０） 

② 土砂災害警戒情報･土砂災害に対する警戒避難体制の整備、土砂災害防止法に基づく地 

すべりの緊急調査、土砂災害警戒区域等の設定方法、特定開発行為の許可技術基準、豪 

雨災害と災害情報、防災行政における警戒避難の取組み、土砂災害と情報 

（事例紹介） 

  ・住民と一体となった警戒避難体制の整備 

     ・要配慮者利用施設の警戒避難に関する取組み               （１２．０） 

２．課題研究（１２．０） 班別討議、全体討議（昨年度） 

① ハード対策とソフト対策の今後の進め方について 

② 住民・関係機関と連携した警戒避難体制の充実・強化について 

③ 要配慮者利用施設の避難確保計画の策定と防災訓練の実施の推進について 

３．その他（２．０） 
  入校式、修了式、オリエンテーション、ガイダンス      計 ２８.０ 

 

前年度からの 

主な変更点 

 

 

担  当 建設部 主任教官  （TEL：０４２－３２１－０６４５） 

備  考  テキスト代（予定）１２，０００円 
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